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60 代の締め括りとして 2017 年秋出版予定の『現代産業論―ものづくりを活かす企業・































総括する 3 部作とも深く重なり合う。 
十名[1993.4]『日本型フレキシビリティの構造―企業社会と高密度労働システム』6は、
                                                   
2 長時間労働の問題が大きな注目を集めたのは、2015年 12月に過労自殺した電通新入社員
（当時 24歳）について、労働基準監督局が 2016年 9月に労災認定してからである。極端
な長時間労働などにより、うつ病を発症したとみられている。 
政府の「働き方改革法案」には、残業時間を「月 100時間未満」が盛り込まれている。
月 100時間は、「過労死ライン」とも呼ばれる。「発症前 1か月間におおむね 100時間、ま
たは発症前 2か月間ないし 6か月間にわたって 1か月あたりおおむね 80時間を越える時間
外労働が認められる場合は、業務との関連性が強いと評価できる」などとしている（「100
時間残業 精神むしばむ―「過労死ライン」労災認定の目安」日経 2017.8.21）。 
3 筒井淳也[2015]『仕事と家族―日本はなぜ働きづらく、産みにくいのか―』中公新書。 
4 山崎憲[2014]『「働くこと」を問い直す』岩波新書。 

























































































 第 2 に、勤務地が定まらないことにより、転勤を避ける傾向にある女性が綜合職などの
仕事から排除されることになる。 





































万円未満の有配偶女性は、非正規低賃金層の大きな一角を占め、時給 1200円で 1日 8時間、
9 
 
週 5日働いたとしても、年収は 230万円程度にとどまる。 
男女雇用機会均等法の趣旨と問題点 



































































































自動車・鉄鋼産業で 1950-60 年代に展開された労使協調、企業主導の労使関係が、70 年

































日本的経営の 3 本柱とみなす見解である。1950 年代にアメリカの経営学者アベグレンが着
目し、1972 年に OECD が出した対日労働報告のなかで取り上げられたものである10。 










な連携に着目した MIT の調査報告から比べれば、とても限定的だった。 
日本では「限定的だった」とされるが、この「企業組織全体の有機的な連携に着目した」









 労使協調、ストなし・一発回答に象徴される「日本的労使関係」は、1970 年代から 80
年代半ばにかけて内外から高く評価された。敗戦や公害問題、石油危機などを乗り越え、


































 鉄鋼労連は、賃金闘争において 1955 年から大手 5 社の統一闘争を組織する。57 年には
11 波・19 日間にわたる最大規模の統一闘争が、さらに 59 年には総評の春闘に参加し、鋼
管川鉄労組、富士労組を中心に 7 波・49 日間にわたるストライキが闘われた。 






 1957 年ストライキの敗北は、鉄鋼労使関係の転機となる。57 年ストの敗北により、労働
側の外堀が埋められてしまい、59 年ストの敗北によって決定的なダメージを受けるに至る。
これを機に、経営主導型の労使関係へと一気に再編されていくのである。 
 1958 年に、ライン・スタッフ制度と作業長制度が八幡（戸畑）に導入され、60 年代初め


















 労務管理面では、1966 年から小集団活動が大手各社でスタートした。66 年から 67 年に
かけて、職能的資格制度が大手各社でスタートし、能力主義管理が始まる。69 年からは鉄
鋼連盟において、自主管理活動が大手各社の共同で取り組まれるようになり、急速に広が


























































6.2 1980 年代の日本にみる労使関係の変容と企業社会 
 1980 年代の日本社会は、日本企業が海外で躍進をはじめるとともに、国内では労働組合















自動車・鉄鋼産業で 1950-60 年代に展開された労使協調、企業主導の労使関係が、70 年

























































ドイツで 1963 年に施行された「最低限の休暇に関する法律」は、「すべての勤労者は 1
年間に最低 24 日間の有給休暇を取る権利がある」と定めている。 




権利が与えられる。さらに、残業時間を 1 年間に 10 日前後まで代休として消化することを
認めている。したがって、実際には毎年 40 日前後の有給休暇を取っていることになる。 
日本では、労基法による最低休暇日数は、企業への就職直後はまず 10 日であり、継続勤











日本企業が社員に与えた有給休暇は、1 人当たり平均 18.3 日、ところが実際に社員が取
った日数は 8.6 日で、取得率は 47％にとどまっている（厚生労働省「平成 25 年就労条件総
合調査」）。 
ドイツ的な働き方にみる先進性と高い経済パフォーマンス 
































                                                   







（IG メタル）をはじめサービス産業労働組合など 8 つの産業別組合がある。これらの組合
には、2010 年の時点で 619 万人が加盟しており、ドイツ労組組合（DGB）によって統括さ
れている。 
それとは別に、大企業など一部の企業には、企業別組合に相当する事業所評議会がある。





































































1997 年 16.8％から 2010 年 24.1％へ 7 ポイントもアップし、フランスやイタリアの 2 倍に
なっている。 
休暇が長いドイツならではのストレス（「休暇・出張前ストレス」）は、相当なものとみ












































































                                                   
17 マーシャル.A. [1890] 『経済学原理 1』馬場啓之助訳、東洋経済新報社、1965年

















































                                                   























































































                                                   




























































































 講義 1 「人間発達の経済学」への招待 
 講義 2 所有と効用の経済学から人間発達の経済学への転換 
 講義 3 ライフサイクルの意味と理論的系譜 
講義 4 個人の生活構造と発達概念 
講義 5 幼少期における遊びと学び 
講義 6 幼児教育の経済学 
講義 7 児童期から青年期への過渡期における学びと創造性 
講義 8 学びと熟達 
講義 9 ライフサイクルの構造と発達課題 
 講義 10 「人生半ばの過渡期」にみる破壊と創造・統合     
講義 11 中年期の意味と発達課題 
 講義 12 超一流の達人と創造性 
講義 13 中高年の知的発達とネットワーク 
 講義 14 長寿者にみる有能さと知恵の源 
 講義 15 100歳の長生き上手に学ぶ 



















 デヴィッド・スノウド[2001]『100歳の美しい脳』藤井留美訳、2004 年。株式会社 DHC。 
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 「「働き方」に関する全国世論調査」読売新聞 2017.4.25 
 清家 篤「働き方改革残された課題上 第 4次産業革命対応を急げ」日経 2017.4.28 
 八代尚宏「働き方改革残された課題中 「正社員」の見直し不十分」日経 2017.5.1 
 山本 勲「働き方改革残された課題下 時間当たり生産性向上を」日経 2017.5.2 
「生産性改革上 サービス業は「脱・安売り」を競え」日経社説 2017.5.5 
「生産性改革中 ホワイトカラーの力を引き出そう」日経社説 2017.5.6 
「生産性改革下 AI活用し「知」の価値を高めよ」日経社説 2017.5.7 
 入山章栄「働き方改革 知の探索を加速」読売 2017.8.11 
 「人の力をいかす日本へ① 働き手は工夫でもっと増やせる」日経社説 2017.8.12  
「人の力をいかす日本へ② 技術で仕事の付加価値を高めよう」日経社説 2017.8.13 
 佐藤博樹「仕事以外に打ち込もう」日経 2017.8.15 
 水野裕司「望まぬ転勤 減らす工夫」日経 2017.8.17 
 「米労働市場に異変―働き盛り男性の参加率 主要国最低」2017.8.19 
「100時間残業 精神むしばむ―「過労死ライン」労災認定の目安」日経 2017.8.21 
